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地方税法の施行に関する取扱いについて（市町村税関係）の一部改正新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（目次） （目次）

第１章～第３章 略 第１章～第３章 略

第４章 軽自動車税 第４章 軽自動車税

第１節 通則

第２節 環境性能割

第１ 課税標準

第２ 申告納付及び納付義務の免除等

第３ 道府県による賦課徴収

第３節 種別割

第１ 税率等

第２ 徴収等

第５章～第１０章 略 第５章～第１０章 略

第１章 一般的事項 第１章 一般的事項

第３節 連帯納税義務等 第３節 連帯納税義務等

１１の２ 法人の合併等の無効判決に係る連帯納税義務

合併又は分割（以下この項において「合併等」という。）を無効とする判決が確

定した場合には、当該合併等をした法人は、合併後存続する法人若しくは合併によ

り設立した法人又は分割により事業を承継した法人の当該合併等の日以後に納付し

、又は納入する義務の成立した地方団体の徴収金について、連帯して納付し、又は

納入する義務を負うものであること。（法１０の３）

１１の３ 法人の分割に係る連帯納税の責任 １１の２ 法人の分割に係る連帯納税の責任
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法人が分割（分社型分割を除く。以下この項において同じ。）をした場合には、 法人が分割（分社型分割を除く。以下この項において同じ。）をした場合には、

当該分割により営業を承継した法人が、当該分割をした法人から承継した財産の価 当該分割により営業を承継した法人が、当該分割をした法人から承継した財産の価

額を限度として、当該分割をした法人の地方税について連帯して納付し、又は納入 額を限度として、当該分割をした法人の地方税について連帯して納付し、又は納入

する責任を負うものであること。（法１０の４） する責任を負うものであること。（法１０の３）

この場合において、次の諸点に留意すること。 この場合において、次の諸点に留意すること。

（１）～（３） 略 （１）～（３） 略

第４節 第二次納税義務 第４節 第二次納税義務

１６ 事業を譲り受けた特殊関係者の第二次納税義務 １６ 事業を譲り受けた特殊関係者の第二次納税義務

納税者又は特別徴収義務者が生計を一にする親族その他納税者又は特別徴収義務 納税者又は特別徴収義務者が親族その他の特殊関係者

者と特殊の関係のある個人又は被支配会社に事業を譲渡（その譲渡が滞納に係る地 に事業を譲渡（その譲渡が滞納に係る地

方団体の徴収金の法定納期限より１年以上前にされているものを除く。）し、かつ 方団体の徴収金の法定納期限より１年以上前にされているものを除く。）し、かつ

、その譲受人が 同一又は類似の事業を営んでいる場合 、その譲受人が同一とみられる場所において同一又は類似の事業を営んでいる場合

において、納税者又は特別徴収義務者のその事業に係る地方団体の徴収金につき滞 において、納税者又は特別徴収義務者のその事業に係る地方団体の徴収金につき滞

納処分をしてもなおその徴収すべき額に不足すると認められるときは、その譲受人 納処分をしてもなおその徴収すべき額に不足すると認められるときは、その譲受人

に対し、その譲受財産の価額の限度において、その滞納に係る地方団体の徴収金に に対し、その譲受財産を限度として その滞納に係る地方団体の徴収金に

つき、第二次納税義務を負わせることができるものであること。（法１１の７、令 つき、第二次納税義務を負わせることができるものであること。（法１１の７、令

５） ５）

１７ 無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務 １７ 無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務

滞納者の地方団体の徴収金につき滞納処分をしてもなおその徴収すべき額に不足 滞納者の地方団体の徴収金につき滞納処分をしてもなおその徴収すべき額に不足

すると認められる場合において、その不足すると認められることが、無償又は著し すると認められる場合において、その不足すると認められることが、無償又は著し

く低い額の対価による譲渡等の処分（地方団体の徴収金の法定納期限の１年前に譲 く低い額の対価による譲渡等の処分（地方団体の徴収金の法定納期限の１年前に譲

渡等の処分が行われているものを除く。）に基因すると認められるときは、これら 渡等の処分が行われているものを除く。）に基因すると認められるときは、これら

の処分により権利を取得し又は義務を免れた者に対し、これらの処分により受けた の処分により権利を取得し又は義務を免れた者に対し、これらの処分により受けた

利益が現に存する限度（これらの者がその処分の時にその滞納者の親族その他滞納 利益が現に存する限度（これらの者がその処分の時にその滞納者の親族その他の特

者と特殊の関係のある個人又は同族会社であるときは、これらの処分により受けた 殊関係者 であるときは、これらの処分により受けた
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利益の限度）において、その滞納に係る地方団体の徴収金の第二次納税義務を負わ 利益の限度）において、その滞納に係る地方団体の徴収金の第二次納税義務を負わ

せることができるものであること。（法１１の８、令６） せることができるものであること。（法１１の８、令６）

１８ 軽自動車等の売主の第二次納税義務 １８ 軽自動車等の売主の第二次納税義務

(１) 法第４４４条第１項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等（以下 (１) 法第４４２条の２第２項に規定する軽自動車等 （以下

「所有権留保付軽自動車等」という。）については、当該軽自動車等の買主を所 「所有権留保付軽自動車等」という。）については、当該軽自動車等の買主を所

有者とみなして軽自動車税の種別割を課することとされているが、当該買主が当 有者とみなして軽自動車税 を課することとされているが、当該買主が当

該軽自動車等に対して課する軽自動車税の種別割に係る地方団体の徴収金を滞納 該軽自動車等に対して課する軽自動車税 に係る地方団体の徴収金を滞納

した場合において、その者の財産につき滞納処分をしてもなおその徴収すべき額 した場合において、その者の財産につき滞納処分をしてもなおその徴収すべき額

に不足すると認められるときは、当該軽自動車等の売主に対し、当該軽自動車等 に不足すると認められるときは、当該軽自動車等の売主に対し、当該軽自動車等

の引渡しと同時にその代金の受渡しを行うものとした場合の価額（現金販売価格 の引渡しと同時にその代金の受渡しを行うものとした場合の価額（現金販売価格

）を限度として、当該滞納に係る地方団体の徴収金の第二次納税義務を負わせる ）を限度として、当該滞納に係る地方団体の徴収金の第二次納税義務を負わせる

ことができるものであること。（法１１の９①、令６の２） ことができるものであること。（法１１の９①、令６の２）

(２)～(５) 略 （２）～（５） 略

第２章 市町村民税 第２章 市町村民税

第２節 課税標準及び税率 第２節 課税標準及び税率

第３ 課税標準 第３ 課税標準

１７ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲渡所 １７ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲渡所

得の金額の計算上生じた居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の要件の下 得の金額の計算上生じた居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の要件の下

で、法附則第３１４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこととされ で、法附則第３１４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこととされ

ているため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年度以降 ているため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年度以降

への繰越しを行うことができるものであること。（法附則４⑧） への繰越しを行うことができるものであること。（法附則４⑧）

なお、この場合においては、次の諸点に留意すること。 なお、この場合においては、次の諸点に留意すること。

（１） 居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１１年１月１日から平 （１） 居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１１年１月１日から平

成２９年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下この 成２７年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下この

項において「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。）をし 項において「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。）をし
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た場合において、一定の期間内に買換資産（買換え等により取得した一定の居住 た場合において、一定の期間内に買換資産（買換え等により取得した一定の居住

用財産をいう。）の取得をして、翌年１２月３１日までの間に当該個人の居住の 用財産をいう。）の取得をして、翌年１２月３１日までの間に当該個人の居住の

用に供したときにおける当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じ 用に供したときにおける当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じ

た損失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分 た損失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分

の市町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除し の市町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除し

てもなお控除することができない額をいうものであること。（法附則４①Ⅰ） てもなお控除することができない額をいうものであること。（法附則４①Ⅰ）

（２）及び（３） 略 （２）及び（３） 略

１７の２ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲 １７の２ 所得割の納税義務者の平成１７年度以後の各年度分の市町村民税に係る譲

渡所得の金額の計算上生じた特定居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の 渡所得の金額の計算上生じた特定居住用財産の譲渡損失の金額については、一定の

要件の下で、法附則第３４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこと 要件の下で、法附則第３４条第４項後段及び第６項第２号の規定は適用しないこと

とされているため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年 とされているため、当該損失の金額と他の所得との通算及び当該損失の金額の翌年

度以降への繰越しを行うことができるものであること。（法附則４の２⑧） 度以降への繰越しを行うことができるものであること。（法附則４の２⑧）

なお、この場合においては、次の諸点に留意すること。 なお、この場合においては、次の諸点に留意すること。

（１） 特定居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１６年１月１日か （１） 特定居住用財産の譲渡損失の金額とは、当該個人が平成１６年１月１日か

ら平成２９年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下 ら平成２７年１２月３１日までの間に所有期間５年超の一定の居住用資産（以下

この項において「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。） この項において「譲渡資産」という。）の譲渡（親族等に対するものを除く。）

をした場合（一定の日において当該譲渡資産に係る住宅借入金等の残高を有する をした場合（一定の日において当該譲渡資産に係る住宅借入金等の残高を有する

場合に限る。）における当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じ 場合に限る。）における当該譲渡資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じ

た損失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分 た損失の金額のうち、当該譲渡をした日の属する年の末日の属する年の翌年度分

の市町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除し の市町村民税に係る長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額の計算上控除し

てもなお控除することができない額をいうものであるが、特定居住用財産の譲渡 てもなお控除することができない額をいうものであるが、特定居住用財産の譲渡

損失の金額の計算に当たっては、当該譲渡に係る契約を締結した日の前日におけ 損失の金額の計算に当たっては、当該譲渡に係る契約を締結した日の前日におけ

る当該譲渡資産に係る住宅借入金等の金額の合計額から当該譲渡資産の譲渡の対 る当該譲渡資産に係る住宅借入金等の金額の合計額から当該譲渡資産の譲渡の対

価の額を控除した残額を限度とされているものであること。（法附則４の２①Ⅰ 価の額を控除した残額を限度とされているものであること。（法附則４の２①Ⅰ

） ）

（２）及び（３） 略 （２）及び（３） 略
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第４ 税率及び税額の計算 第４ 税率及び税額の計算

２４の７ ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっては、次の諸点に留意すること ２４の７ ふるさと納税に関する事務の遂行に当たっては、次の諸点に留意すること

。 。

（１） ふるさと納税について、当該寄附金が経済的利益の無償の供与であること （１） ふるさと納税について、当該寄附金が経済的利益の無償の供与であること

、当該寄附金に通常の寄附金控除に加えて特例控除が適用される制度であるこ 、当該寄附金に通常の寄附金控除に加えて特例控除が適用される制度であるこ

とを踏まえ、豊かな地域社会の形成及び住民の福祉の増進に寄与するため、各 とを踏まえ、豊かな地域社会の形成及び住民の福祉の増進に寄与するため、各

地方団体がふるさと納税に係る周知、募集等の事務を行う際には、次のように 地方団体がふるさと納税に係る周知、募集等の事務を行う際には、次のように

取り扱うこと。 取り扱うこと。

ア 略 ア 略

イ ふるさと納税は、経済的利益の無償の供与である寄附金を活用して豊かな イ ふるさと納税は、経済的利益の無償の供与である寄附金を活用して豊かな

地域社会の形成及び住民の福祉の増進を推進することにつき、通常の寄附金 地域社会の形成及び住民の福祉の増進を推進することにつき、通常の寄附金

控除に加えて特例控除が適用される仕組みであることを踏まえ、次に掲げる 控除に加えて特例控除が適用される仕組みであることを踏まえ、次に掲げる

ようなふるさと納税の趣旨に反するような返礼品（特産品）を送付する行為 ようなふるさと納税の趣旨に反するような返礼品（特産品）を送付する行為

を行わないようにすること。 を行わないようにすること。

① 金銭類似性の高いもの（プリペイドカード、商品券、電子マネー・ポイ ① 換金性の高いプリペイドカード等

ント・マイル、通信料金等）

② 資産性の高いもの（電気・電子機器、貴金属、ゴルフ用品、自転車等）

③ 略 ② 略

（２）～（６） 略 （２）～（６） 略

第２章 市町村民税 第２章 市町村民税

第４節 賦課徴収 第４節 賦課徴収

第８ 法人の市町村民税の申告納付 第８ 法人の市町村民税の申告納付

４５ 法人税割の課税標準である法人税額とは、内国法人にあっては次に掲げる事項 ４５ 法人税割の課税標準である法人税額とは、内国法人にあっては次に掲げる事項

の適用前の法人税額（法人税法第８１条の１９第１項（同法第８１条の２０第１項 の適用前の法人税額（法人税法第８１条の１９第１項（同法第８１条の２０第１項
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の規定が適用される場合を含む。）及び第８１条の２２第１項の規定による申告書 の規定が適用される場合を含む。）及び第８１条の２２第１項の規定による申告書

に係る法人税額を除く。）を、外国法人にあっては恒久的施設帰属所得及び恒久的 に係る法人税額を除く。）を、外国法人にあっては恒久的施設帰属所得及び恒久的

施設非帰属所得の区分ごとの次に掲げる事項の適用前の法人税額をいうものであり 施設非帰属所得の区分ごとの次に掲げる事項の適用前の法人税額をいうものであり

、したがって法人が現実に納付すべき法人税額と異なる場合のあることに留意する 、したがって法人が現実に納付すべき法人税額と異なる場合のあることに留意する

こと。（法２９２①Ⅳ） こと。（法２９２①Ⅳ）

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除 (５) 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除又は

（措置法４２の１０②・⑥・⑦ ） 税額控除限度超過額の繰越控除（措置法４２の１０②・③・④・⑨・⑩・⑪）

(６) 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除又は

税額控除限度超過額の繰越控除がある場合の連結納税の承認の取消しによる取戻

税額（措置法４２の１０⑤・⑫）

(６) 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除 (７) 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

（措置法４２の１１②・⑥・⑦ 又は税額控除限度超過額の繰越控除（措置法４２の１１②・③・④・⑨・⑩・⑪

） ）

(８) 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

又は税額控除限度超過額の繰越控除額がある場合の連結納税の承認の取消しによ

る取戻税額（措置法４２の１１⑤・⑫）

(７) 地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除 (９) 地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除

（中小企業者等に係る者を除く。）（措置法４２の１１の２②・⑤・⑥、法附則 （中小企業者等に係る者を除く。）（措置法４２の１２ ②・⑤・⑥、法附則

８③） ８③）

(８) 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（中小 (10) 雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（中小

企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１２ 、法附則８⑤・⑦） 企業者等に係るものを除く。）（措置法４２の１２の２、法附則８⑤ ）

(９) 認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人税額の特

別控除（措置法４２の１２の２）

(10) 雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等に (11) 雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等に

係るものを除く。）（措置法４２の１２の４、法附則８⑨） 係るものを除く。）（措置法４２の１２の４、法附則８⑦）
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(11) 生産性向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等に係 (12) 生産性向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等に係

るものを除く。）（措置法４２の１２の５⑦・⑧・⑨・⑬・⑮、法附則８⑪） るものを除く。）（措置法４２の１２の５⑦・⑧・⑨・⑬・⑮、法附則８⑨）

４５の２ ４５(４)、(７)、(８)、(10)及び(11)における中小企業者等であるかどう ４５の２ ４５(４)及び(９)～(12)まで における中小企業者等であるかどう

かの判定の時期については次の点に留意すること。 かの判定の時期については次の点に留意すること。

(１) 法人が４５(４)、(８)及び(10)における中小企業者等に該当する法人である (１) 法人が４５(４)、(10)及び(11)における中小企業者等に該当する法人である

かどうかは、当該事業年度終了の時の現況によって判定するものとする。 かどうかは、当該事業年度終了の時の現況によって判定するものとする。

(２) 法人が４５(７)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ (２) 法人が４５(９)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ

の取得等をした特定建物等を事業の用に供した日の現況によって判定するものと の取得等をした特定建物等を事業の用に供した日の現況によって判定するものと

する。 する。

(３) 法人が４５(11)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ (３) 法人が４５(12)における中小企業者等に該当する法人であるかどうかは、そ

の取得等をした生産性向上設備等を事業の用に供した日の現況によって判定する の取得等をした生産性向上設備等を事業の用に供した日の現況によって判定する

ものとする。 ものとする。

４５の４ 調整前個別帰属法人税額とは、連結法人の法人税法第８１条の１８第１項 ４５の４ 調整前個別帰属法人税額とは、連結法人の法人税法第８１条の１８第１項

の規定により計算される法人税の負担額として帰せられる金額がある場合にあって の規定により計算される法人税の負担額として帰せられる金額がある場合にあって

は、当該法人税の負担額として帰せられる金額 は、当該法人税の負担額として帰せられる金額（租税特別措置法第６８条の１４及

び第６８条の１５の規定により加算された金額のうち当該連結法人に係る金額に相

当する金額がある場合にあっては、当該法人税の負担額として帰せられる金額から

に次に掲げる金額のうち当該連結法人に係る金 当該相当する金額を差し引いた額）に次に掲げる金額のうち当該連結法人に係る金

額に相当する金額の合計額を加算した額をいい、連結法人の法人税法第８１条の１ 額に相当する金額の合計額を加算した額をいい、連結法人の法人税法第８１条の１

８第１項の規定により計算される法人税の減少額として帰せられる金額がある場合 ８第１項の規定により計算される法人税の減少額として帰せられる金額がある場合

には 、次に掲げる金額のうち当該連結法人に係る金額に相当する金額の合計 にあっては、次に掲げる金額のうち当該連結法人に係る金額に相当する金額の合計

額から当該法人税の減少額として帰せられる金額 額から当該法人税の減少額として帰せられる金額（租税特別措置法第６８条の１４

及び第６８条の１５の規定により加算された金額のうち当該連結法人に係る金額に

相当する金額がある場合にあっては、当該法人税の減少額として帰せられる金額に

を差し引いた額をいうものであること。（法２９ 当該相当する金額を加算した額）を差し引いた額をいうものであること。（法２９

２①ⅣのⅢ） ２①ⅣのⅢ）
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(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 試験研究費の総額に係る法人税額の特別控除、特別試験研究費に係る法人税 (４) 試験研究費の総額に係る法人税額の特別控除、特別試験研究費に係る法人税

額の特別控除及び試験研究費の増加額に係る法人税額の特別控除又は売上高に占 額の特別控除及び試験研究費の増加額に係る法人税額の特別控除又は売上高に占

める割合が１０％を超える試験研究費に係る法人税額の特別控除（法附則第８条 める割合が１０％を超える試験研究費に係る法人税額の特別控除（連結法人（そ

第２項に規定する中小連結親法人等（以下４５の４及び４５の６において「中小 の連結親法人が中小連結親法人に該当するものに限る。以下(４)において同じ。

連結親法人等」という。）の試験研究費に係るものを除く。）（措置法６８の９ ） の試験研究費に係るものを除く。）（措置法６８の９

、法附則８②） 、法附則８②）

(５) 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除 (５) 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除又は

（措置法６８の１４②・⑦・⑧ ） 税額控除限度超過額の繰越控除（措置法６８の１４②・③・④・⑩・⑪・⑫）

(６) 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除 (６) 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

（措置法６８の１４の２②・⑥・⑦ 又は税額控除限度超過額の繰越控除（措置法６８の１５②・③・④・⑨・⑩・⑪

） ）

(７) 地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除 (７) 地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除

（中小連結親法人等に係るものを除く。）（措置法６８の１５ ②・⑤・⑥、 （中小企業者等 に係るものを除く。）（措置法６８の１５の２②・⑤・⑥、

法附則８④） 法附則８④）

(８) 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（中小 (８) 雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除（中小

連結親法人等に係るものを除く。）（措置法６８の１５の２、法附則８⑥・⑧） 企業者等 に係るものを除く。）（措置法６８の１５の３、法附則８⑥ ）

(９) 認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人税額の特

別控除（措置法６８の１５の３）

(10) 雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除（中小連結親法人 (９) 雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等

等に係るものを除く。）（措置法６８の１５の５、法附則８⑩） に係るものを除く。）（措置法６８の１５の５、法附則８⑧）

(11) 生産性向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除（中小連結親法人等 (10) 生産性向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除（中小企業者等

に係るものを除く。）（措置法６８の１５の６⑦・⑧・⑨・⑭・⑯、法附則８⑫ に係るものを除く。）（措置法６８の１５の６⑦・⑧・⑨・⑭・⑯、法附則８⑩

） ）

４５の５ 個別帰属特別控除取戻税額等とは、次に掲げる金額のうち当該連結法人に ４５の５ 個別帰属特別控除取戻税額等とは、次に掲げる金額のうち当該連結法人に

係る金額に相当する金額の合計額をいうものであること。（法２９２①ⅣのⅣ、令 係る金額に相当する金額の合計額をいうものであること。（法２９２①ⅣのⅣ、令
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４５の３） ４５の３）

(１) 略 (１) 略

(２) 中小連結法人が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除額がある場合の (２) 中小連結法人が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除額がある場合の

連結納税の承認の取消しによる取戻税額（措置法６８の１１⑦） 連結納税の承認の取消しによる取戻税額（措置法６８の１１⑫）

(３)～(６) 略 (３)～(６) 略

４５の６ ４５の４(４)、(７)、(８)、(10)及び(11)における中小連結親法人等 ４５の６ ４５の４(４)における中小連結親法人及び(７)から(10)までにおける中小

であるかどうかの判定の時期については次の点に留意すること。 企業者等であるかどうかの判定の時期については次の点に留意すること。

(１) 法人が４５の４(４)における中小連結親法人等に該当する法人であるかどう (１) 法人が４５の４(４)における中小連結親法人 に該当する法人であるかどう

かは、当該連結事業年度終了の時の現況によって判定するものとする。 かは、当該連結事業年度終了の時の現況によって判定するものとする。

(２) 法人が４５の４(７)における中小連結親法人等に該当する法人であるかどう (２) 法人が４５の４(７)における中小企業者等 に該当する法人であるかどう

かは、その取得等をした特定建物等を事業の用に供した日の現況によって判定す かは、その取得等をした特定建物等を事業の用に供した日の現況によって判定す

るものとする。 るものとする。

(３) 法人が４５の４(８)及び(10)における中小連結親法人等に該当する法人であ (３) 法人が４５の４(８)及び(９)における中小企業者等 に該当する法人であ

るかどうかは、当該連結事業年度終了の時の現況によって判定するものとする。 るかどうかは、当該連結事業年度終了の時の現況によって判定するものとする。

(４) 法人が４５の４(11)における中小連結親法人等に該当する法人であるかどう (４) 法人が４５の４(10)における中小企業者等 に該当する法人であるかどう

かは、その取得等をした生産性向上設備等を事業の用に供した日の現況によって かは、その取得等をした生産性向上設備等を事業の用に供した日の現況によって

判定するものとする。 判定するものとする。

４８ 保険業法に規定する相互会社（以下本節において「相互会社」という。）に係 ４８ 保険業法に規定する相互会社（以下本節において「相互会社」という。）に係

る均等割の税率の適用区分の基準である純資産額の算定に当たっては、次の諸点に る均等割の税率の適用区分の基準である純資産額の算定に当たっては、次の諸点に

留意すること。（法２９２①ⅣのⅤホ・３１２①、令４５の５） 留意すること。（法２９２①ⅣのⅤホ・３１２①、令４５の５）

(１) 「総負債」には、税務計算上損金に算入されるか否かにかかわらず、相互会 (１) 「総負債」には、税務計算上損金に算入されるか否かにかかわらず、相互会

社がその決算上損金経理により計上した支払準備金、責任準備金、社員配当準備 社がその決算上損金経理により計上した支払備金 、責任準備金、社員配当準備

金、貸倒引当金、退職給与引当金、税金未払金等を含むものであること。ただし 金、貸倒引当金、退職給与引当金、税金未払金等を含むものであること。ただし

、相互会社の貸借対照表において負債として計上されている価格変動準備金につ 、相互会社の貸借対照表において負債として計上されている価格変動準備金につ

いては、その性格上総負債には含まれないものであること。 いては、その性格上総負債には含まれないものであること。

(２) 略 (２) 略
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４８の４ 平成２７年４月１日以後に開始する最初の事業年度に係る予定申告におけ ４８の４ 平成２７年４月１日以後に開始する最初の事業年度に係る予定申告におけ

る均等割の算定に用いる資本金等の額については、地方税法等の一部を改正する法 る均等割の算定に用いる資本金等の額については、地方税法等の一部を改正する法

律（平成２７年法律第２号 ）第１条の規定による改正前の法第２９２条第１項 律（平成２７年法律第 号）第１条の規定による改正前の法第２９２条第１項

第４号の５に規定する資本金等の額とすること。（平成２７年改正法附則１５⑨） 第４号の５に規定する資本金等の額とすること。（平成２７年改正法附則１５⑨）

４９ ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が、法第３２１条の８ ４９ ２以上の市町村において事務所又は事業所を有する法人が、法第３２１条の８

第１項前段又は第２項の規定により中間申告をする場合の前事業年度分又は前連結 第１項前段又は第２項の規定により中間申告をする場合の前事業年度分又は前連結

事業年度分として事業年度（連結事業年度に該当する期間を除く。以下この節にお 事業年度分として事業年度（連結事業年度に該当する期間を除く。以下この節にお

いて同じ。）又は連結事業年度開始の日から６月を経過した日の前日までに各市町 いて同じ。）又は連結事業年度開始の日から６月を経過した日の前日までに各市町

村ごとに納付した法人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の計算の基 村ごとに納付した法人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の計算の基

礎となる前事業年度又は前連結事業年度に係る法人税割額には、前事業年度に係る 礎となる前事業年度又は前連結事業年度に係る法人税割額には、前事業年度に係る

ものにあっては租税特別措置法第第４２条の５第５項、第４２条の６第７項 、第 ものにあっては租税特別措置法第第４２条の５第５項、第４２条の６第１２項、第

４２条の９第４項 、第４２条の１ ４２条の９第４項、第４２条の１０第５項、第４２条の１１第５項、第４２条の１

２の３第５項、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は第６３条 ２の３第５項、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は第６３条

第１項の規定により加算された金額に係る部分は含まれないものであり、前連結事 第１項の規定により加算された金額に係る部分は含まれないものであり、前連結事

業年度に係るものにあっては個別帰属特別控除取戻税額等に係る部分は含まれない 業年度に係るものにあっては個別帰属特別控除取戻税額等に係る部分は含まれない

ものであることに留意すること。（法３２１の８①前段・②、令４８の１０・４８ ものであることに留意すること。（法３２１の８①前段・②、令４８の１０・４８

の１０の３）したがって、前事業年度分又は前連結事業年度分として各市町村ごと の１０の３）したがって、前事業年度分又は前連結事業年度分として各市町村ごと

に納付した法人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の合計額の算定に に納付した法人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の合計額の算定に

当たっては、前事業年度分又は前連結事業年度分として各市町村ごとに納付した法 当たっては、前事業年度分又は前連結事業年度分として各市町村ごとに納付した法

人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の合計額から、前事業年度に係 人税割額及び納付すべきことが確定した法人税割額の合計額から、前事業年度に係

るものにあっては当該法人税割額の課税標準である法人税額に前事業年度の法人税 るものにあっては当該法人税割額の課税標準である法人税額に前事業年度の法人税

割の税率を乗じて得た金額に当該法人税額に対する租税特別措置法第４２条の５第 割の税率を乗じて得た金額に当該法人税額に対する租税特別措置法第４２条の５第

５項、第４２条の６第７項 、第４２条の９第４項 ５項、第４２条の６第１２項、第４２条の９第４項、第４２条の１０第５項、第４

、第４２条の１２の３第５項、第６２条第１項、第６２条の３第 ２条の１１第５項、第４２条の１２の３第５項、第６２条第１項、第６２条の３第

１項若しくは第８項又は第６３条第１項の規定により加算された金額の割合を乗じ １項若しくは第８項又は第６３条第１項の規定により加算された金額の割合を乗じ

て得た額を、前連結事業年度に係るものにあっては当該法人税割額の課税標準であ て得た額を、前連結事業年度に係るものにあっては当該法人税割額の課税標準であ
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る個別帰属法人税額に前事業年度の法人税割の税率を乗じて得た金額に当該個別帰 る個別帰属法人税額に前事業年度の法人税割の税率を乗じて得た金額に当該個別帰

属法人税額に対する個別帰属特別控除取戻税額等の割合を乗じて得た額を控除する 属法人税額に対する個別帰属特別控除取戻税額等の割合を乗じて得た額を控除する

取扱いとすること。 取扱いとすること。

４９の２ 法第３２１条の８第２項に規定する連結法人に係る予定申告書について、 ４９の２ 法第３２１条の８第２項に規定する連結法人に係る予定申告書について、

次に掲げる場合には、その提出を要しないものであること。（法３２１の８②） 次に掲げる場合には、その提出を要しないものであること。（法３２１の８②）

(１) 連結法人の前連結事業年度の連結法人税個別帰属支払額で当該連結事業年度 (１) 連結法人の前連結事業年度の連結法人税個別帰属支払額で当該連結事業年度

開始の日から６月を経過した日の前日までに確定した当該前連結事業年度の連結 開始の日から６月を経過した日の前日までに確定した当該前連結事業年度の連結

確定申告書に記載すべき法人税法第８１条の２２第１項第２号に掲げる金額に係 確定申告書に記載すべき法人税法第８１条の２２第１項第２号に掲げる金額に係

るもの（当該連結法人税個別帰属支払額のうちに租税特別措置法第６８条の１０ るもの（当該連結法人税個別帰属支払額のうちに租税特別措置法第６８条の１０

第５項、第６８条の１１第７項 、第６８条の１３第４項 第５項、第６８条の１１第１２項、第６８条の１３第４項、第６８条の１４第５

、第６８条の１５の４第５項、第６８条の６７第１項 項、第６８条の１５第５項、第６８条の１５の４第５項、第６８条の６７第１項

、第６８条の６８第１項若しくは第８項又は第６８条の６９第１項の規定により 、第６８条の６８第１項若しくは第８項又は第６８条の６９第１項の規定により

加算された金額のうち当該法人に係る金額に相当する金額がある場合には、当該 加算された金額のうち当該法人に係る金額に相当する金額がある場合には、当該

相当する金額を控除した金額）の６倍の金額を当該前連結事業年度の月数で除し 相当する金額を控除した金額）の６倍の金額を当該前連結事業年度の月数で除し

て得た金額が１０万円以下である場合又は当該金額がない場合（令４８の１０の て得た金額が１０万円以下である場合又は当該金額がない場合（令４８の１０の

４） ４）

(２) 連結法人の当該連結事業年度開始の日の前日の属する事業年度の確定申告書 (２) 連結法人の当該連結事業年度開始の日の前日の属する事業年度の確定申告書

に記載すべき法人税法第７４条第１項第２号に掲げる金額で当該連結事業年度開 に記載すべき法人税法第７４条第１項第２号に掲げる金額で当該連結事業年度開

始の日から６月を経過した日の前日までに確定したもの（当該金額のうちに租税 始の日から６月を経過した日の前日までに確定したもの（当該金額のうちに租税

特別措置法第４２条の５第５項、第４２条の６第７項 、第４２条の９第４項 特別措置法第４２条の５第５項、第４２条の６第１２項、第４２条の９第４項、

第４２条の１２の３第５項、第 第４２条の１０第５項、第４２条の１１第５項、第４２条の１２の３第５項、第

６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は第６３条第１項の規定に ６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は第６３条第１項の規定に

より加算された金額がある場合には、当該加算された金額を控除した額）の６倍 より加算された金額がある場合には、当該加算された金額を控除した額）の６倍

の金額を当該連結事業年度開始の日の前日の属する事業年度の月数で除して得た の金額を当該連結事業年度開始の日の前日の属する事業年度の月数で除して得た

金額が１０万円以下である場合又は当該金額がない場合（令４８の１０の５） 金額が１０万円以下である場合又は当該金額がない場合（令４８の１０の５）

５２ 内国法人又は外国法人が外国において外国の法人税等（外国法人にあっては、 ５２ 内国法人又は外国法人が外国において外国の法人税等（外国法人にあっては、
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法人税法第１３８条第１項第１号に掲げる国内源泉所得につき外国の法令により課 法人税法第１３８条第１項第１号に掲げる国内源泉所得につき外国の法令により課

されたものに限る。）を課された場合には、当該外国において課された外国の法人 されたものに限る。）を課された場合には、当該外国において課された外国の法人

税等の額のうち、法人税法第６９条第１項の控除限度額若しくは同法第１４４条の 税等の額のうち、法人税法第６９条第１項の控除限度額若しくは同法第１４４条の

２第１項の控除限度額又は同法第８１条の１５第１項の連結控除限度個別帰属額及 ２第１項の控除限度額又は同法第８１条の１５第１項の連結控除限度個別帰属額及

び法人税法施行令第１４２条の３の地方法人税の控除限度額若しくは同令第１９７ び法人税法施行令第１４２条の３の地方法人税の控除限度額若しくは同令第１９７

条第５項第１号に規定する地方法人税の控除限度額又は同令第１５５条の３０の地 条第５項第１号に規定する地方法人税の控除限度額又は同令第１５５条の３０の地

方法人税の控除限度個別帰属額並びに令第９条の７第７項の道府県民税の控除限度 方法人税の控除限度個別帰属額並びに令第９条の７第７項の道府県民税の控除限度

額の合計額を超える額があるときは、令第４８条の１３第８項の規定により計算し 額の合計額を超える額があるときは、令第４８条の１３第８項の規定により計算し

た市町村民税の控除限度額以内の額について法人税割額（外国法人にあっては、法 た市町村民税の控除限度額以内の額について法人税割額（外国法人にあっては、法

人税法第１４１条第１号イに掲げる国内源泉所得に対する法人税額を課税標準とし 人税法第１４１条第１号イに掲げる国内源泉所得に対する法人税額を課税標準とし

て課するものに限る。）から税額控除が認められているものであるが、その運用に て課するものに限る。）から税額控除が認められているものであるが、その運用に

当たっては、次の諸点に留意すること。（法３２１の８㉔） 当たっては、次の諸点に留意すること。（法３２１の８㉔）

(１) 略 (１) 略

(２) 市町村民税の控除限度額は、原則として法人税の控除限度額に１００分の６ (２) 市町村民税の控除限度額は、原則として法人税の控除限度額に１００分の９

を乗じて計算した額とされているが、標準税率を超える税率で法人税割を課 ．７を乗じて計算した額とされているが、標準税率を超える税率で法人税割を課

する市町村に事務所又は事業所を有する法人にあっては、当該法人の選択により する市町村に事務所又は事業所を有する法人にあっては、当該法人の選択により

、法人税の控除限度額に当該税率に相当する割合を乗じて計算した額とすること 、法人税の控除限度額に当該税率に相当する割合を乗じて計算した額とすること

ができるものとされていること。（令４８の１３⑧） ができるものとされていること。（令４８の１３⑧）

(３)及び(４) 略 (３)及び(４) 略

(５) 次に掲げる事業年度又は連結事業年度における控除限度額を超える外国税額 (５) 次に掲げる事業年度又は連結事業年度における控除限度額を超える外国税額

及び市町村民税の控除余裕額は、前３年以内の各事業年度又は各連結事業年度に 及び市町村民税の控除余裕額は、前３年以内の各事業年度又は各連結事業年度に

おける控除限度額を超える外国税額及び市町村民税の控除余裕額に含まれないも おける控除限度額を超える外国税額及び市町村民税の控除余裕額に含まれないも

のであること。 のであること。

ア 法人が外国の法人税等の額を法人税の課税標準である所得の計算上損金に算 ア 法人が外国の法人税等の額を法人税の課税標準である所得の計算上損金に算

入した事業年度があるときは、当該損金に算入した事業年度以前の事業年度又 入した事業年度があるときは、当該損金に算入した事業年度以前の事業年度は

は連結事業年度 連結事業年度
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イ 略 イ 略

(６)～(10) 略 (６)～(10) 略

５３ 各事業年度又は各連結事業年度の開始の日前に開始した事業年度又は連結事業 ５３ 各事業年度又は各連結事業年度の開始の日前に開始した事業年度又は連結事業

年度の内国法人の法人税割額について減額更正をした場合において、当該更正によ 年度の内国法人の法人税割額について減額更正をした場合において、当該更正によ

り減少する部分の金額のうち事実を仮装して経理した金額に係るもの（以下５３に り減少する部分の金額のうち事実を仮装して経理した金額に係るもの（以下５３に

おいて「仮装経理法人税割額」という。）については、当該各事業年度又は当該各 おいて「仮装経理法人税割額」という。）については、当該各事業年度又は当該各

連結事業年度（当該更正の日以後に終了する事業年度又は連結事業年度に限る。） 連結事業年度（当該更正の日以後に終了する事業年度又は連結事業年度に限る。）

の法人税割額から(５)に掲げる場合に還付又は充当すべきこととなった金額を除い の法人税割額から(５)に掲げる場合に還付又は充当すべきこととなった金額を除い

て控除することとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意すること て控除することとされているが、その運用に当たっては、次の諸点に留意すること

。（法３２１の８㉕・㉜～㉟） 。（法３２１の８㉕・㉜～㉟）

(１) 仮装経理法人税割額とは、法人税において事実を仮装して経理した金額に係 (１) 仮装経理法人税割額とは、法人税において事実を仮装して経理した金額に係

る法人税額又は連結法人税額として算定され、法人税法第１３５条第１項に規定 る法人税額又は連結法人税額として算定され、法人税法第１３５条第１項に規定

する仮装経理法人税額に対応する法人税割額をいうものであること。（令９の８ する仮装経理法人税額に対応する法人税割額をいうものであること。（令９の８

・４８の１４）この場合において、法人税にあっては、仮装経理に基づく過大申 ・４８の１４）この場合において、法人税にあっては、仮装経理に基づく過大申

告の場合の更正に伴って、前１年以内の法人税額又は連結法人税額を限度とする 告の場合の更正に伴って、前１年以内の法人税額又は連結法人税額を限度とする

還付の制度があるが、法人の市町村民税については、この制度をとっていないの 還付の制度があるが、法人の市町村民税については、この制度をとっていないの

で、法人税法第１３５条第２項の規定により還付される金額を含めた法人税額又 で、法人税法第１３５条第２項の規定により還付される金額を含めた法人税額又

は連結法人税額に係る個別帰属法人税額に対応する法人税割額を繰り越して控除 は連結法人税額に係る個別帰属法人税額に対応する法人税割額を繰り越して控除

するものであることに留意すること。（法人税法 １３５②） するものであることに留意すること。（法人税法第１３５②）

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略

５４の２ 市町村は、地域再生法の一部を改正する法律（平成２８年法律第 号

）の施行の日から平成３２年３月３１日までの間に、法人税法の規定による青色申

告書の提出の承認を受けている法人又は連結親法人（法人税法第２条第１２号の６

の７に規定する連結親法人をいう。以下５４の２において同じ。）若しくは当該連

結親法人との間に連結完全支配関係（法人税法第２条第１２号の７の７に規定する

連結完全支配関係をいう。）がある連結子法人（法人税法第２条第１２号の７に規
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定する連結親法人をいい、同法第２条第１６号に規定する連結申告法人に限る。以

下５４の２において同じ。）が、地域再生法（平成１７年法律第２４号）第８条第

１項に規定する認定地方公共団体（以下５４の２において「認定地方公共団体」と

いう。）に対して当該認定地方公共団体が行ったまち・ひと・しごと創生寄附活用

事業（当該認定地方公共団体の作成した同項に規定する認定地域再生計画に記載さ

れている同法第５条第４項第２号に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業

をいう。）に関連する寄附金（その寄附をした者がその寄附によって設けられた設

備を専属的に利用することその他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと認められ

るものを除く。以下５４の２において「特定寄附金」という。）を支出した場合に

は、当該特定寄附金を支出した日を含む事業年度（解散（合併による解散を除く。

）の日を含む事業年度及び清算中の各事業年度を除く。以下５４の２において「寄

附金支出事業年度」という。）又は当該特定寄附金を支出した日を含む連結事業年

度（以下５４の２において「寄附金支出連結事業年度」という。）において、法附

則第８条の２の２第７項から第１２項までの規定による控除（以下５４の２におい

て「特定寄附金税額控除」という。）を行うこととされているが、その運用に当た

っては、次の諸点に留意すること。

(１) 次に掲げる連結親法人又は連結子法人は、特定寄附金税額控除の適用を受け

られないものであること。（法附則８の２の２⑩）

ア 連結親法人の解散の日を含む連結事業年度における当該連結親法人

イ 連結子法人の解散の日を含む連結事業年度におけるその解散した連結子法人

ウ 清算中の連結子法人

(２) 特定寄附金税額控除は、法第３２１条の８第１項（同項に規定する予定申告

法人に係る部分を除く。）、第４項、第２２項又は第２３項の規定により申告納

付すべき市町村民税の法人税割額からのみ行うものであること。

なお、特定寄附金税額控除の適用がある場合における法人税割額からの税額控

除は、まず特定寄附金税額控除による控除をし、次に外国税額、仮装経理に基づ
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く過大申告の場合の更正に伴う法人税割額の順に控除をし、既に納付すべきこと

が確定している法人税割額がある場合にはこれを控除した後に、租税条約の実施

に係る還付すべき金額を控除するものであること。

(３) 特定寄附金税額控除による控除額は、特定寄附金の額の合計額（２以上の市

町村において事務所又は事業所を有する法人にあっては、当該合計額を法第３２

１条の１３第１項の規定による市町村民税の法人税割の分割の基準となる従業者

の数に按分して計算した金額）の１００分の１５を乗じた額とすること。ただし

、当該控除額が当該法人の当該寄附金支出事業年度又は当該寄附金支出連結事業

年度の特定寄附金税額控除、外国税額控除、仮装経理に基づく過大申告の場合の

更正に伴う法人税割額の控除及び租税条約の実施に係る還付すべき金額の控除を

しないで計算した場合の市町村民税の法人税割額（当該法人税割額のうちに法人

税法第８９条（同法第１４５条の５において準用する場合を含む。）の申告書に

係る法人税額が含まれている場合には、当該法人税額をないものとして計算した

場合の市町村民税の法人税割額とする。）の１００分の２０を超えるときは、そ

の控除する金額は当該１００分の２０に相当する金額とすること。

(４) 特定寄附金税額控除の適用を受けられるのは、仮決算に係る中間申告書、確

定申告書、修正申告書又は更正請求書に控除の対象となる特定寄附金の額、控除

を受ける金額及び当該金額の計算に関する明細を記載した総務省令で定める書類

及び当該書類に記載された寄附金が特定寄附金に該当することを証する書類とし

て総務省令で定める書類の添付がある場合に限ること。また、仮決算に係る中間

申告書又は確定申告書に添付されたこれらの書類に記載された特定寄附金の額が

(３)の控除額の計算の基礎となること。

５８ ５６、５６の２及び５６の３の場合の控除限度額は、次に掲げる区分に応じ、 ５８ ５６、５６の２及び５６の３の場合の控除限度額は、次に掲げる区分に応じ、

それぞれ次に定める額とすること。（法３２１の８⑤・⑨・⑫・⑮、令４８の１１ それぞれ次に定める額とすること。（法３２１の８⑤・⑨・⑫・⑮、令４８の１１

の２・４８の１１の６・４８の１１の９・４８の１１の１２） の２・４８の１１の６・４８の１１の９・４８の１１の１２）

(１) 連結申告法人以外の内国法人 法人税割の課税標準である法人税額について (１) 連結申告法人以外の内国法人 法人税割の課税標準である法人税額について
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租税特別措置法第４２条の５第５項、第４２条の６第７項 、第４２条の９第４ 租税特別措置法第４２条の５第５項、第４２条の６第１２項、第４２条の９第４

項 、第４２条の１２の３第５項 項、第４２条の１０第５項、第４２条の１１第５項、第４２条の１２の３第５項

、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は第６３条第１項の規 、第６２条第１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は第６３条第１項の規

定により加算された金額がある場合には、当該法人税額から当該加算された金額 定により加算された金額がある場合には、当該法人税額から当該加算された金額

を控除した額 を控除した額

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略

６２ 法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第２２項の申告書を提出した法 ６２ 法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第２２項の申告書を提出した法

人は、課税標準の計算の基礎となった法人税の額について国の税務官署の更正を受 人は、課税標準の計算の基礎となった法人税の額について国の税務官署の更正を受

けた場合（同条第２項又は第４項の申告書を提出した法人が連結子法人の場合にあ けた場合（同条第２項又は第４項の申告書を提出した法人が連結子法人の場合にあ

っては、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人又は連結完全 っては、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人又は連結完全

支配関係があった連結親法人が法人税の額について国の税務官署の更正を受けた場 支配関係があった連結親法人が法人税の額について国の税務官署の更正を受けた場

合）には、法定納期限の翌日から起算して５年を経過した日以後においても当該国 合）には、法定納期限の翌日から起算して１年を経過した日以後においても当該国

の税務官署が当該更正の通知をした日から２月以内に限って、法第２０条の９の３ の税務官署が当該更正の通知をした日から２月以内に限って、法第２０条の９の３

第１項の規定による更正の請求をすることができるものであること。この場合にお 第１項の規定による更正の請求をすることができるものであること。この場合にお

いては、同条第３項に規定する更正請求書には、同項に規定する事項のほか、国の いては、同条第３項に規定する更正請求書には、同項に規定する事項のほか、国の

税務官署が当該更正の通知をした日を記載しなければならないものであること。（ 税務官署が当該更正の通知をした日を記載しなければならないものであること。（

法３２１の８の２） 法３２１の８の２）

第４章 軽自動車税 第４章 軽自動車税

第１節 通則

１ 軽自動車税の課税客体である原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び２ １ 軽自動車税の課税客体である原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び２

輪の小型自動車とは、それぞれ道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）にい 輪の小型自動車とは、それぞれ道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）にい

う原動機付自転車（被けん引車を除く。）、軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の う原動機付自転車（被けん引車を除く。）、軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の

小型自動車（以下この章において「軽自動車等」という。）をいうものであり、し 小型自動車（以下この章において「軽自動車等」という。）をいうものであり、し

たがって被けん引車に該当する原動機付自転車に対しては、軽自動車税を課するこ たがって被けん引車に該当する原動機付自転車に対しては、軽自動車税を課するこ
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とができないものであること。（法４４２Ⅳ～Ⅶ） とができないものであること。（法４４２ ）

２ 営業用の軽自動車とは、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第２条第３項

に規定する旅客自動車運送事業及び同条第４項に規定する貨物自動車運送事業の用

に供する軽自動車をいい、この具体的判定に当たっては、自動車検査証に事業用と

記載されたものをいい、自家用の軽自動車とは、営業用の軽自動車以外の軽自動車

をいうものであること。（法４６３の１５①）

３ 令第５２条の１８第１号に規定する「軽自動車に取り付けられる軽自動車の附属

物」には、軽自動車の付属用品のうち通常軽自動車の取付用品といわれているもの

がこれに該当するものであること。また、同条第２号に規定する「特殊の用途にの

み用いられる軽自動車」とは、いわゆる特種用途軽自動車（検査対象軽自動車の車

両番号の分類番号が８０から８９まで及び８００から８９９までの軽自動車）をい

い、当該軽自動車に装備されている特別な機械又は装置については、人又は物を運

送するために用いられる物のみが軽自動車に含まれるものであること。（法４４２

、令５２の１８）

４ 法第４４３条第１項に規定する「主たる定置場」とは、軽自動車等の運行を休止 ２ 「主たる定置場」とは、軽自動車等の運行を休止

した場合において主として駐車する場所をいうものであり、その具体的認定に当た した場合において主として駐車する場所をいうものであり、その具体的認定に当た

っては、明確な反証がない限り、次によるものとすること。（法４４３①） っては、明確な反証がない限り、次によるものとすること。（法４４２の２①）

（１） 原動機付自転車及び小型特殊自動車については、その所有者（所有権留保 （１） 原動機付自転車及び小型特殊自動車については、その所有者（所有権留保

付売買に係るものにあっては法第４４４条第１項 の規定により所有者とみな 付売買に係るものにあっては法第４４２条の２第２項の規定により所有者とみな

される買主をいう。以下同じ。）の住所地（その者が法人である場合においては される買主をいう。以下同じ。）の住所地（その者が法人である場合においては

、その使用の本拠とされる事務所の所在地とする。以下同じ。）にその主たる定 、その使用の本拠とされる事務所の所在地とする。以下同じ。）にその主たる定

置場があるものとして取り扱うこと。 置場があるものとして取り扱うこと。

（２）及び（３） 略 （２）及び（３） 略

５ 略 ２の２ 略

６ ３輪以上の軽自動車の取得者

(１) 環境性能割における３輪以上の軽自動車の取得者とは、３輪以上の軽自動車
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の所有権を取得した者をいうが、製造により自動車製造業者が取得した３輪以上

の軽自動車及び自動車販売業者等が販売のために３輪以上の軽自動車を取得した

場合については、これに含まないこととされているものであること。（法４４３

②、令５２の１９）

なお、これについては次の諸点に留意すること。

ア 自動車販売業者（以下「販売業者」という。）とは、自動車を販売すること

を業とする者をいい、自動車製造業者又は自動車修理業者が自動車を販売する

ことを業とする場合には、これらの者もここにいう販売業者に含まれるもので

あること。

なお、中古車の販売をすることを業とする者は、すべて古物営業法第３条

の許可を受けなければならないものとされていること。

イ 販売業者が販売のために取得した３輪以上の軽自動車とは、販売業者が商品

として取得した３輪以上の軽自動車のことをいうものであること。したがって

、販売業者が自己の使用に供するために取得した３輪以上の軽自動車は、販売

のために取得した３輪以上の軽自動車に含まれないこと。

なお、販売業者が販売のために取得した３輪以上の軽自動車であっても、後

日、自己の使用に供することとなったときは、３輪以上の軽自動車の取得者と

して環境性能割が課されるものであること。

ウ いわゆる下取りによって取得された中古車は、通常、販売業者が販売のため

に取得した３輪以上の軽自動車に該当するものであること。

エ 令第５２条の１９における運行の用に供されない３輪以上の軽自動車を例示

すれば、次のような３輪以上の軽自動車であるが、これらの３輪以上の軽自動

車に該当するかどうかは原則として自動車検査証の交付又は使用の届出の有無

によって判定するよう取り扱うこと。

(ア) 自動車教習所の敷地内でのみ用いられる教習用の３輪以上の軽自動車

(イ) 工場等の敷地内でのみ用いられる３輪以上の軽自動車
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(ウ) 展示用に、又は店舗として用いられる３輪以上の軽自動車

(エ) スクラップにされる３輪以上の軽自動車

(２) ３輪以上の軽自動車の自動車検査証の交付又は軽自動車の使用の届出がされ

た場合には、３輪以上の軽自動車が取得されたものと推定されるが、当該３輪以

上の軽自動車の自動車検査証又は軽自動車届出済証の返納をした者が同一の３輪

以上の軽自動車について自動車検査証の交付を受け、又は使用の届出をしたよう

な場合には、新たに３輪以上の軽自動車が取得されたものではないことから、環

境性能割は課税できないものであること。

７ みなす課税については、次の点に留意すること。 ３

(１) 法第４４４条第１項に規定する「軽自動車等の売買契約において売主が当該 「軽自動車等の売買があった場合において、 売主が当該

軽自動車等の所有権を留保している場合」とは、例えば所有権留保付割賦販売の 軽自動車等の所有権を留保しているとき」とは、例えば所有権留保付割賦販売の

場合をいい、この場合には、当該軽自動車等について現実に使用又は収益をして 場合をいい、この場合には、当該軽自動車等について現実に使用又は収益をして

いる買主を３輪以上の軽自動車の取得者又は軽自動車等の所有者とみなして、軽 いる買主を 所有者とみなして、軽

自動車税を課するものとされていること。（法４４４① ） 自動車税を課するものとされていること。（法４４２の２②）

(２) 法第４４４条第２項に規定する「前項の規定の適用を受ける売買契約に係る

軽自動車等について、買主の変更があつたとき」とは、所有権留保付で売買され

、買主への所有権の移転がなお完了していない軽自動車等について、①代金の残

金は新買主が支払う、②代金の支払いの後の軽自動車等の使用収益は新買主が行

う、③代金の残金の支払いが完了すれば、売主から新買主に所有権が移転する形

態等の契約によって買主の変更が行われる場合をいうものであること。

第２節 環境性能割

第１ 課税標準

８ 環境性能割の課税標準である３輪以上の軽自動車の通常の取得価額とは、３輪以

上の軽自動車の取得のために通常要する価額をいうものであるが、次の点に留意す

ること。（法４５０）

(１) 最初の車両番号の指定（以下「初回車両番号指定」という。）を受ける３輪
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以上の軽自動車（いわゆる新車をいう。）については、当該３輪以上の軽自動車

を通常の取引の条件に従って販売業者等から取得するとした場合における対価と

して支払うべき金額をいうものであり、その算定に当たっては、下取り車の有無

や契約の方法（割賦販売契約等）にかかわらないものであること。

なお、いわゆる公表小売価格のある３輪以上の軽自動車については、現実の取

引価額（実勢価額）が、公表小売価格を若干下回っていることが通例であること

に留意すること。

(２) 初回車両番号指定を受ける３輪以上の軽自動車以外の３輪以上の軽自動車（

いわゆる中古車をいう。）については、初回車両番号指定からの経過年数や使用

状況等により同種の３輪以上の軽自動車であっても取引価額が異なることから、

(１)に基づき算定した当該３輪以上の軽自動車が初回車両番号指定を受けたとき

における通常の取得価額に、初回車両番号指定からの経過年数に応じて別に総務

大臣が定める割合を乗じることとしていること。

(３) 取得された３輪以上の軽自動車について、令第５２条の１８に規定する「軽

自動車の付加物」に該当しない付属物があるときは、当該付属物の価額は課税標

準には算入されないものであること。

第２ 申告納付及び納付義務の免除等

９ 環境性能割の徴収方法が申告納付とされているのは、軽自動車検査協会における

車両番号の指定等の手続の際に原則として環境性能割の課税関係の事務をすべて終

了させることによって、徴収の簡素化及び納税者の便宜を図るためであること。（

法４５３）

１０ ３輪以上の軽自動車の取得がされる場合には通常車両番号の指定等がされるも

のであるから、環境性能割の申告納付期限は車両番号の指定等を基準として定めら

れているのであるが、次の点に留意すること。（法４５４）

(１) 次に掲げる場合は、いずれも法第４５４条第１項第１号に該当し、自動車検

査証の交付又は使用の届出の時が申告納付期限となるものであること。
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ア 自動車検査証の交付又は使用の届出のされていない３輪以上の軽自動車につ

いて所有権留保付売買契約の締結があった場合

イ 自動車検査証の交付又は使用の届出のされていない３輪以上の軽自動車につ

いて販売業者等が自動車検査証の交付を受け、又は使用の届出をした場合

ウ ３輪以上の軽自動車を国内に持ち込んで運行の用に供する場合

(２) 次に掲げる場合は、法第４５４条第１項第２号に該当し、自動車検査証の記

入又は軽自動車届出済証の記入の時が申告納付期限となるものであること。

ア 既に自動車検査証の交付又は使用の届出のされている３輪以上の軽自動車に

ついて所有権留保付売買契約の締結があった場合

イ 所有権留保付売買に係る３輪以上の軽自動車について買主の変更があった場

合

１１ 環境性能割の徴収

(１) 環境性能割の証紙徴収の取扱方法としては、環境性能割の申告書に証紙を貼

付する方法と、これに代えて環境性能割の申告書に証紙の額面金額に相当する金

額を証紙代金収納計器で表示する方法又は証紙の額面金額に相当する現金の納付

を受けた後環境性能割の申告書に納税済印を押す方法とあるが、申告窓口におけ

る納付の便宜の観点から、原則として申告書に証紙を貼付する方法によることと

していることに留意すること。

なお、証紙代金収納計器による払込みの方法は、納税義務者が証紙代金収納計

器の取扱人に証紙の額面金額に相当する現金を支払って環境性能割の申告書に当

該金額の表示を受けることにより、環境性能割を払い込むものであること。この

場合、証紙代金収納計器の取扱人は、証紙代金収納計器の取扱いにつき市町村長

の承認を受けた者とし、証紙代金収納計器により表示することができる金額を市

町村に納付するとともに、当該金額を限度として証紙代金収納計器を取り扱うも

のであること。

(２) 証紙徴収の方法による場合の経理その他の手続については次によること。
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ア 納税義務者の租税債務は、証紙が市町村の印で消されたとき、証紙代金収納

計器によって金額を表示させた申告書が受理されたとき又は納税済印の押印を

受けたときに履行されたものとするものであること。

イ 証紙による払込み又は証紙代金収納計器による払込みに代えて現金で納付す

る場合に小切手による納付を受けるときは、地方自治法施行令（昭和２２年政

令第１６号）第１５６条第１項第１号に掲げる小切手に該当し、その支払地が

軽自動車検査協会の所在地であり、その提示期間の到来しているものであって

、かつ、支払いが確実であると認められるものに限り納付を認めるものとする

こと。

ウ 証紙による払込み又は証紙代金収納計器による払込みに過誤納があった場合

は、当該過誤納に係る現年度の還付金は、一般会計より歳入戻出するものとし

、還付加算金は一般会計の歳出から支出するものとすること。

１２ 報告

３輪以上の軽自動車の取得者で納税義務者以外の者についても、法第４５４条第

２項で定めるところにより報告書を提出しなければならないこととされているが、

これは、通常の取得価額が免税点以下である３輪以上の軽自動車を取得した者及び

非課税とされる３輪以上の軽自動車を取得した者についてその旨の確認をするため

のものであること。（法４５４②）

１３ 納付義務の免除

３輪以上の軽自動車の返還があった場合の環境性能割の還付又は納付義務の免除

については、次の点に留意すること。

(１) 法第４５９条の規定による納付義務の免除等は、同条第１項の規定に該当す

る３輪以上の軽自動車の返還があった場合にはすべて適用されるものであり、そ

れが売買契約の解除によるものであると、単なる３輪以上の軽自動車の取換えで

あるとを問わないものであること。

なお、３輪以上の軽自動車の売買契約が解除された場合であっても、同条第１
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項に規定する場合に該当しない限り、同条の課税免除の適用はないものであるこ

と。

(２) 課税免除されるのは、返還の理由が専ら販売業者の責めに帰すべき場合であ

り、買主の使用が適正でないことにより性能が良好でなくなったような場合は、

これに含まれないものであること。

(３) 既に納付されている税額を還付する場合は、その還付する金額に還付加算金

を加算しないものであること。

第３ 道府県による賦課徴収

１４ 軽自動車税の環境性能割については、当分の間、定置場所在道府県が賦課徴収

等を行うこととしているが、次の諸点に留意すること。

(１) 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収については、徴収の便宜や納税者の利便

性、市町村の事務負担等を考慮し、当分の間、定置場所在道府県が自動車税の環

境性能割の賦課徴収の例により行うこととしていること。（法附則２９の９①）

(２) 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収については、当分の間、定置場所在道府

県が行うものであるが、軽自動車税の環境性能割は、他の市町村税と同様、法律

の定めるところによって、税目、課税客体、課税標準、税率、その他賦課徴収に

ついて当該市町村の条例で定めることにより課する市町村税であることから、当

該市町村の税条例等において、納税義務者や課税標準、税率などの規定を設ける

ことにより、納税義務者が負うこととなる税負担を明確にする必要があること。

１５ 軽自動車税の環境性能割に係る減免については、定置場所在市町村が減免に関

する条例又は規則を定めた場合には、減免に関する事務については、当分の間、

定置場所在道府県の知事が行うこととしていること。この場合においては、次の

諸点に留意すること。（法附則２９の１０、平成２８年改正法附則２０②）

(１) 道府県が行う減免に関する事務への影響や、納税者の混乱を招かないように

する観点から、減免の対象となる３輪以上の軽自動車の範囲については、当分の

間、道府県内の市町村で同一のものとすることが望ましいと考えられること。
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(２) 市町村が軽自動車税の環境性能割の減免について規定する条例又は規則を制

定し、又は改廃する場合には、定置場所在市町村の長は、あらかじめ、定置場所

在道府県の知事に協議しなければならないこと。

(３) 軽自動車税の環境性能割の減免の対象となる３輪以上の軽自動車の範囲につ

いては、道府県が自動車税の環境性能割において行う減免の対象となる登録車の

範囲との整合性にも留意し、協議すること。

(４) 法附則第２９条の１０の施行日前においても、定置場所在市町村が軽自動車

税の環境性能割の減免について規定する条例又は規則を制定する場合には、定置

場所在道府県の知事への協議等必要な手続その他の行為を行うことができるもの

とする経過措置を設けていること。

１６ 軽自動車税の環境性能割に関する不申告に関する過料については、徴収委託の

対象とはならず、市町村が条例で過料を科する旨の規定を定めた場合に限り、科す

ることができるものであること。

１７ 軽自動車税の環境性能割に係る申告書を提出する義務がある者は、環境性能割

の課税標準額及び環境性能割額等を記載した申告書を、定置場所在道府県の知事に

提出するものであること。その際の申告書の様式については、施行規則第３３号の

４様式に準じて、定置場所在道府県において適切に定める必要があること。（法附

則２９の１１）

１８ 定置場所在道府県に軽自動車税の環境性能割に係る地方団体の徴収金の納付が

あった場合には、定置場所在道府県は、軽自動車税の環境性能割に係る地方団体の

徴収金を当該納付のあった月の翌々月の末日までに定置場所在市町村に払い込むも

のとしていること。定置場所在市町村に払い込むまでの間における軽自動車税の環

境性能割に係る地方団体の徴収金の取扱いについては、歳入歳出外現金に繰り入れ

てこれを保管するものとし、軽自動車税の環境性能割を証紙徴収の方法によって徴

収した場合における証紙売りさばき代金についても、歳入歳出外現金として取り扱

うこと。
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また、定置場所在市町村における払込金の歳入年度については、納税義務者が定

置場所在道府県に納付した日の属する年度ではなく、定置場所在道府県から定置場

所在市町村に対して払込みがあった日の属する年度の歳入となること。（法附則２

９の１２②）

１９ 軽自動車税の環境性能割に係る過誤納金の還付については、当分の間、定置場

所在道府県が、自動車税の環境性能割の還付の例により、行わなければならないも

のであるが、この場合において、軽自動車税の環境性能割に係る過誤納金の還付又

は充当については、当該年度前の各年度において収入されたものについてのみ定置

場所在道府県の予算を通じて支出すべきものであり、現年度において収入したもの

に係るものについては定置場所在道府県が保管する歳入歳出外現金から支出すべき

ものであること。（法附則２９の１３）

２０ 定置場所在市町村は、定置場所在道府県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収

に関する事務を行うために要する費用を補償するために、以下の金額の合算額を、

徴収取扱費として定置場所在道府県に交付しなければならないものであること。

(１) 軽自動車税の環境性能割に係る地方団体の徴収金として払い込まれた額に１

００分の５を乗じて得た金額

(２) 定置場所在道府県に納付された軽自動車税の環境性能割に係る地方団体の徴

収金を法第１７条又は第１７条の２の規定により定置場所在道府県が還付し、又

は充当した場合における過誤納金に相当する金額

(３) 法第１７条の４の規定により定置場所在道府県が加算した(２)の過誤納金に

係る還付加算金に相当する金額

なお、(２)における徴収取扱費の算定の基礎となる過誤納金に係る還付又は充当

金額は、道府県がその予算を通じて支出した場合における当該還付金に相当する金

額に限定されるものであること。（法附則２９の１６）

第３節 種別割

第１ 税率等
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２１ 種別割 の税率は、軽自動車等の種別により区分を設け、原動機付自転車に ４ 軽自動車税の税率は、軽自動車等の種別により区分を設け、原動機付自転車に

ついては、さらにその総排気量又は定格出力の区分に応じて異なるものとされてい ついては、さらにその総排気量又は定格出力の区分に応じて異なるものとされてい

るが、これらの区分は、通常その車体に取り付けられている型式認定番号標の有無 るが、これらの区分は、通常その車体に取り付けられている型式認定番号標の有無

及びその表示内容によって判定することができるものであること。（法４６３の１ 及びその表示内容によって判定することができるものであること。（法４４４①

５①） ）

２２ 法第４６３条の１５第１項第１号ニに掲げる３輪以上の原動機付自転車は、車 ５ 法第４４４条第１項第１号ニ に掲げる３輪以上の原動機付自転車は、車

室（３輪の原動機付自転車にあっては、側面が構造上開放されている車室を除く。 室（３輪の原動機付自転車にあっては、側面が構造上開放されている車室を除く。

）を備え、又は輪距が０．５メートルを超えるものであり、道路交通法施行規則（ ）を備え、又は輪距が０．５メートルを超えるものであり、道路交通法施行規則（

昭和３５年総理府令第６０号）別表第２に掲げるミニカーがこれに該当するもので 昭和３５年総理府令第６０号）別表第２に掲げるミニカーがこれに該当するもので

あること。（法４６３の１５①Ⅰ、規則１５の１５） あること。（法４４４①Ⅰ 、規則１５の８ ）

６ 「営業用」とは、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第２条第３項に規定

する旅客自動車運送事業及び同条第４項に規定する貨物自動車運送事業の用に供す

る軽自動車をいい、この具体的判定に当たっては、自動車検査証に事業用と記載さ

れたものをいい、「自家用」とは、「営業用」の軽自動車以外の軽自動車をいうも

のであること。（法４４４①）

２３ 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定 ７ 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定

による車両番号の指定（以下この章において「車両番号の指定」という。）を受 による車両番号の指定（以下この章において「車両番号の指定」という。）を受

けた３輪以上の軽自動車に対して課する種別割 については、地方税法等の一 けた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税については、地方税法等の一

部を改正する法律（平成２６年法律第４号。以下この章において「平成２６年改 部を改正する法律（平成２６年法律第４号。以下この章において「平成２６年改

正法」という。）附則第１５条第１項の表の各項 正法」という。）附則第１５条第１項の表「新法第４４４条第１項第２号ロ」の

により読み替えられた法第４ 項及び同表「新法第４４４条第１項第２号ハ」の項により読み替えられた法第４

６３条の１５第１項第２号 に規定する標準税率が適用されること。（法４６３ ４４条第１項第２号ロ及びハに規定する標準税率が適用されること。（法４４４

の１５①、平成２６年改正法附則１５①） ① 、平成２６年改正法附則１５①）

２４(１) 市町村は、標準税率が規定されていない軽自動車等又は標準税率の区分に ８ (１) 市町村は、標準税率が規定されていない軽自動車等又は標準税率の区分に

より難い軽自動車等については、軽自動車等の用途、総排気量、定格出力その他 より難い軽自動車等については、軽自動車等の用途、総排気量、定格出力その他

の軽自動車等の諸元によって区分を設けて、種別割 の税率を定めることがで の軽自動車等の諸元によって区分を設けて、軽自動車税の税率を定めることがで
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きるものであるが、ここでいう「その他の軽自動車等の諸元」とは、用途、総排 きるものであるが、ここでいう「その他の軽自動車等の諸元」とは、用途、総排

気量、定格出力のほか、軽自動車等の構造（長さ、幅、高さ等）、装置等軽自動 気量、定格出力のほか、軽自動車等の構造（長さ、幅、高さ等）、装置等軽自動

車等を構成している諸要素をいうものであり、具体的には、自動車型式指定規則 車等を構成している諸要素をいうものであり、具体的には、自動車型式指定規則

（昭和２６年運輸省令第８５号）第３条第２項第１号に規定する諸元表に掲げる （昭和２６年運輸省令第８５号）第３条第２項第１号に規定する諸元表に掲げる

項目がこれに該当するものであること。また、その税率の設定に当たっては、他 項目がこれに該当するものであること。また、その税率の設定に当たっては、他

の区分に係る種別割 の税率と均衡を失しないようにしなければならないこと の区分に係る軽自動車税の税率と均衡を失しないようにしなければならないこと

に留意すること。（法４６３の１５③） に留意すること。（法４４４③ ）

(２) 小型特殊自動車で農耕作業用のものについては、その構造及び用途からみて (２) 小型特殊自動車で農耕作業用のものについては、その構造及び用途からみて

、道路において運行の用に供される場合が一般的に少ないと認められることにか 、道路において運行の用に供される場合が一般的に少ないと認められることにか

んがみ、これらの軽自動車等に係る種別割 の負担を軽減するよう税率を定め んがみ、これらの軽自動車等に係る軽自動車税の負担を軽減するよう税率を定め

ることが適当であること。なお、この場合も、他の区分に係る種別割 の税率 ることが適当であること。なお、この場合も、他の区分に係る軽自動車税の税率

と均衡を失しないようにしなければならないことに留意すること。（法４６３の と均衡を失しないようにしなければならないことに留意すること。（法４４４③

１５③） ）

第２ 徴収等

２５ 略 ９ 略

２６ 所有権留保付軽自動車等については、当該軽自動車等の買主を所有者とみなし １０ 所有権留保付軽自動車等については、当該軽自動車等の買主を所有者とみなし

て種別割 を課することとされているが、買主の住所又は居所が不明である場合 て軽自動車税を課することとされているが、買主の住所又は居所が不明である場合

には、市町村長は、売主に対して当該市町村の条例の定めるところにより、当該買 には、市町村長は、売主に対して当該市町村の条例の定めるところにより、当該買

主の住所又は居所その他当該軽自動車等に対して課する種別割 の賦課徴収に関 主の住所又は居所その他当該軽自動車等に対して課する軽自動車税の賦課徴収に関

し必要な事項の報告を求めることができるものであるが、この報告は売主に対して し必要な事項の報告を求めることができるものであるが、この報告は売主に対して

現に知り得ている事実の報告義務を課しているものであり、新たな調査義務を課し 現に知り得ている事実の報告義務を課しているものであり、新たな調査義務を課し

ているものではないことに留意すること。（法４６３の１９②） ているものではないことに留意すること。（法４４７② ）

なお、その円滑な運営を図るため、売主等と緊密な連絡を保つことが望ましいこ なお、その円滑な運営を図るため、売主等と緊密な連絡を保つことが望ましいこ

と。 と。

２７ 道路運送車両法第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車及び２輪の小型自 １１ 道路運送車両法第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車及び２輪の小型自

動車については、徴収の確保を図るため、同法第６２条の規定による継続検査にお 動車については、徴収の確保を図るため、同法第６２条の規定による継続検査にお



- 28 -

いて自動車検査証の返付を受けようとする際、当該検査対象軽自動車又は２輪の小 いて自動車検査証の返付を受けようとする際、当該検査対象軽自動車又は２輪の小

型自動車の使用者は、当該検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車について現に種 型自動車の使用者は、当該検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車について現に軽

別割 の滞納（天災その他やむを得ない事由によるものを除く。）がないことを 自動車税の滞納（天災その他やむを得ない事由によるものを除く。）がないことを

証するに足る書面を検査対象軽自動車にあっては軽自動車検査協会に、２輪の小型 証するに足る書面を検査対象軽自動車にあっては軽自動車検査協会に、２輪の小型

自動車にあっては地方運輸局運輸支局長（運輸監理部長を含む。）に提示しなけれ 自動車にあっては地方運輸局運輸支局長（運輸監理部長を含む。）に提示しなけれ

ばならないものとされ、提示がない場合においては、軽自動車検査協会又は地方運 ばならないものとされ、提示がない場合においては、軽自動車検査協会又は地方運

輸局運輸支局長（運輸監理部長を含む。）が自動車検査証の返付をしないものとさ 輸局運輸支局長（運輸監理部長を含む。）が自動車検査証の返付をしないものとさ

れているのであるが、「現に種別割 の滞納がないことを証するに足る書面」と れているのであるが、「現に軽自動車税の滞納がないことを証するに足る書面」と

は当該検査対象軽自動車若しくは２輪の小型自動車に係る滞納がない旨の証明書（ は当該検査対象軽自動車若しくは２輪の小型自動車に係る滞納がない旨の証明書（

以下「納税証明書」という。）又は種別割の領収証書 をいうものであること。 以下「納税証明書」という。）又は軽自動車税領収証書をいうものであること。

なお、納税証明書の取扱いについては、次の点に留意し、関係機関とも協議の上 なお、納税証明書の取扱いについては、次の点に留意し、関係機関とも協議の上

運用の円滑を期するものとすること。 運用の円滑を期するものとすること。

(１) 納税証明書の様式については、種別割 が完納済である旨の確認について (１) 納税証明書の様式については、軽自動車税が完納済である旨の確認について

国土交通省当局からの希望もあり、全国的に統一することが望ましいと考えられる 国土交通省当局からの希望もあり、全国的に統一することが望ましいと考えられる

ので、別途「検査対象軽自動車等に係る軽自動車税納税証明書の様式等について」 ので、別途「検査対象軽自動車等に係る軽自動車税納税証明書の様式等について」

（平成２２年３月３０日総税市第１７号）によられたいこと。 （平成２２年３月３０日総税市第１７号）によられたいこと。

(２) 納税証明書の交付手数料については、納税証明書の交付が種別割 の徴収 (２) 納税証明書の交付手数料については、納税証明書の交付が軽自動車税の徴収

の確保の必要上行われるものであることにかんがみ、これを徴収しないものとされ の確保の必要上行われるものであることにかんがみ、これを徴収しないものとされ

たいこと。 たいこと。

２８ 軽自動車及び２輪の小型自動車に係る種別割 の申告書等の取りまとめ、地 １２ 軽自動車及び２輪の小型自動車に係る軽自動車税の申告書等の取りまとめ、地

方運輸局運輸支局（運輸監理部を含む。）等に備え付けられた軽自動車等に関する 方運輸局運輸支局（運輸監理部を含む。）等に備え付けられた軽自動車等に関する

帳簿書類の閲覧、各市町村と地方運輸局運輸支局（運輸監理部を含む。）その他関 帳簿書類の閲覧、各市町村と地方運輸局運輸支局（運輸監理部を含む。）その他関

係機関又は関係団体との間の事務の連絡調整等各市町村における種別割 に関す 係機関又は関係団体との間の事務の連絡調整等各市町村における軽自動車税に関す

る事務は、同税の賦課徴収の円滑を期するため、道府県単位で統一的に行うことが る事務は、同税の賦課徴収の円滑を期するため、道府県単位で統一的に行うことが

適当であること。 適当であること。

２９ 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までに初めて車両番号の指定を １３ 平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までに初めて車両番号の指定を
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受けた３輪以上の軽自動車で、排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さ 受けた３輪以上の軽自動車で、排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さ

いものに係る平成２９年度分の種別割 については、法附則第３０条第１項から いものに係る平成２８年度分の軽自動車税については、法附則第３０条第１項から

第３項までの規定により読み替えられた法第４６３条の１５第１項第２号 に規定 第３項までの規定により読み替えられた法第４４４条第１項第２号ロ及びハに規定

する標準税率が適用されること。したがって、平成２８年４月１日以降に初めて車 する標準税率が適用されること。したがって、平成２７年４月１日以降に初めて車

両番号の指定を受ける３輪以上の軽自動車についても、排出ガス性能等を求めるた 両番号の指定を受ける３輪以上の軽自動車については、排出ガス性能等を求めるた

め、窒素酸化物の排出量及びエネルギーの使用の合理化等に関する法律第８０条第 め、窒素酸化物の排出量及びエネルギーの使用の合理化等に関する法律第８０条第

１号イに規定するエネルギー消費効率等を把握する必要があること。なお、平成２ １号イに規定するエネルギー消費効率等を把握する必要があること。なお、平成２

８年４月１日に初めて車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車にかかる上記の ７年４月１日に初めて車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車にかかる上記の

特例措置（軽自動車税のグリーン化特例（軽課））については、平成２８年度分で 特例措置（軽自動車税のグリーン化特例（軽課））については、平成２７年度分で

はなく平成２９年度分の種別割 に適用されること。（法附則３０③・④・⑤ はなく平成２８年度分の軽自動車税に適用されること。（法附則３０①・②・③（

） 平成２８年４月１日時には、法附則３０③・④・⑤））

３０ ３輪以上の軽自動車に対して課する、初めて車両番号の指定を受けた月から起 １４ ３輪以上の軽自動車に対して課する、初めて車両番号の指定を受けた月から起

算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の種別割 については、法 算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税については、法

附則第３０条第１項の規定により読み替えられた法第４６３条の１５第１項第２号 附則第３０条第１項の規定により読み替えられた法第４４４条第１項第２号ロ及び

に規定する標準税率が適用されること。したがって、３輪以上の軽自動車につい ハに規定する標準税率が適用されること。したがって、３輪以上の軽自動車につい

ては、経過年数を求めるため、初めて車両番号の指定を受けた月（初度検査年月） ては、経過年数を求めるため、初めて車両番号の指定を受けた月（初度検査年月）

を把握する必要があること。（法４６３の１５①、附則３０①） を把握する必要があること。（法４４４① 、附則３０①）

３１ 平成２７年３月３１日以前に初めて車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動 １５ 平成２７年３月３１日以前に初めて車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動

車に対して課する、初めて車両番号の指定を受けた月から起算して１４年を経過し 車に対して課する、初めて車両番号の指定を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の種別割 については、平成２６年改正法附則第 た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税については、平成２６年改正法附則第

１５条第１項の表の各項において法附則第３０条第１項の表の中欄に掲げる税率が １５条第１項の表「２８年新法附則第３０条第１項の表第４４４条第１項第２号ロ

同表の下欄に掲げる税率に読み替えられ、当該 の項」の項及び同表「２８年新法附則第３０条第１項の表第４４４条第１項第２号

ハの項」の項により法附則第３０条第１項の表の中欄に掲げる税率が読み替えられ

税率が標準税率として適用されること。（法４６３の１５①、 、同表の下欄に掲げる税率が標準税率として適用されること。（法４４４① 、

附則３０①、平成２６年改正法附則１５①） 附則３０①、平成２６年改正法附則１５①）

３２ 法附則第３０条第１項に規定する「専らメタノールを内燃機関の燃料として用 １６ 法附則第３０条第１項に規定する「専らメタノールを内燃機関の燃料として用
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いる軽自動車」とは、メタノールのみを燃料とする内燃機関（当該内燃機関を始動 いる軽自動車」とは、メタノールのみを燃料とする内燃機関（当該内燃機関を始動

させるに当たり補助的にメタノール以外のものを燃料とするものを含む。）により させるに当たり補助的にメタノール以外のものを燃料とするものを含む。）により

走行するものをいうものであること。（法附則３０①、則附則８の３の３①） 走行するものをいうものであること。（法附則３０①、則附則８の３の３②）

３３ 略 １７ 略

第９章 目的税 第９章 目的税

３ 事業所税に関する事項 ３ 事業所税に関する事項

（１）～（４） 略 （１）～（４） 略

（５）非課税 （５）非課税

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 一般ガス導管事業又はガス製造事業（当該ガス製造事業により製造された

ガスが、直接又は間接に一般ガス導管事業者が維持し、及び運用する導管に

より受け入れられるものに限る。）の用に供する施設で政令で定めるものに

ついては、事業所税を課税することができないこととされているのであるが

、ガス製造事業を営む納税義務者について、当該納税義務者が営むガス製造

事業が非課税の適用を受ける事業であるかどうかの確認は、原則としてガス

事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第三十六条第二項に規定する供給区

域の図面等又は同法第七十二条第二項に規定する書類により行われることが

適当であること。（法７０１の３４③ⅩⅦ）

エ 略 ウ 略

オ 略 エ 略

（６）～（９） 略 （６）～（９） 略


